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木 下 鉤 ー＊

1. まえがき

鍛造工場，メッキ工場，ガラス器具製造工場，鋳造

工場などの環境調査を行なった折，炉体あるいほ高温

度熔解物などの直前で作業員が十分な防護具を使用し

ないまま作業している状況が見られた。強烈な輻射熱

を受ける場所で手拭一本で顔面の一部を被うにすぎな

いか，あるいは全く無防備のままで立ち働いている場

面に遭遇し保護具の必要性を痛惑した。

本報告はこうした作業環境で使用されるべき防熱面

（消防士が消火活動の際着用するようなものでなくて，

熔接工が用いる遮光面のような軽快な保設マスクのこ

と）の輻熱遮射断性能について考察したものである。

2. 理論上の考察

防熱面が使用される作業場においては，輻射熱源の

温度・表面積，あるいは防熱面に対する形態係数など

複雑な値となっている。防熱面の輻射熱遮断性能を考

察するときには，これらの値については単純な場合を

想定したときの値について検討してもさしつかえない

と思われる。よってここでは均ーに q,kcal/m吐の強

さの輻射熱が防熱面上の中心点に対する法線と平行に

放射されているものとする。

このような輻射熱を防熱面が受けたとき， q-kcal/ 

m年の熱により防熱面の湿度が室温より t℃ だけ上

昇する。この防熱面が二次的熱源面となってさらに

図ー1に示す点p(顔面の中央に相当する位置）の微小

面（面積 dA)に熱を放射するものとし，その輻射の

強さを知•kcal/m2h とする。また防熱面が網状のも

のや，有孔板の場合には網目や孔を透過し， P点の微

小面に一次熱源からの輻射熱の一部が直接放射され

る。この輻射熱は網またほ，有孔板の単位面積に対す
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る空隙面積の比を切で表わすものとすると， m・qで

表わせる。よって面稼dAに入射する輻射熱の強さを

q'-dA・ とすると，

q' ・ dA=qa•dA+m•q-dA (1) 

である。輻射熱遮断率Sを

S=l-q'/q (2) 

で表わすと，

S=l-(m+子） (3) 

ここで， qa/qキ0とみなせるときはただちに，

S=l-m (4) 

＊土木建築研究部

となり，空隙面積比がわかれば防熱面の輻射熱遮断性

能はわかる。

実際の場合，この qa/qの値は 1に対して比較的小さ

い値であるが，防熱面の表面の輻射率，輻射吸収率の

値により変わり，輻射率の値が1のとき遮断率の値ほ

最も小さくなる。よって防熱面の材料を各種想定し，

輻射率釘または吸収率佑の値をo.15, o. 2, o. 4, 
o. 6, o. 8, 1. 0にとって計算してみることにする。
ここで使用するバラメータは

入＝防熱面の熱伝導率， kcal/mh°C (175 kcal/mh℃) 
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a=防熱面の表裏面の熱伝達率， kcal/m2h°C

t =防熱面の表裏面の上昇温度，℃ （板厚がうすいの

で板の表裏面温度は等しいものとする。）

to=周囲空気温度，℃ （計算上 t0=35°Cとする。）

Ip=防熱面の周囲の壁体，天井，他の器物に対する形

態係数（計算上伶=1.0とする。）

Cb=黒体の輻射常数 (4.88kcal/m2h"Kり

K=温度係数 (K=l.16にとる）

釘＝防熱面の表裏面の輻射率

al=防熱面の表裏面の輻射吸収率

％＝周囲の物体の面の輻射率

a。＝周囲の物体の輻射吸収率

r=防熱面の曲率半径， m (供試体の寸法より 0.125

mとする。）

01=曲率の中心点を通り，防熱面の任意の点を通る線

と防熱面の中心を通る線となす角度 rad(図—1)

0m=01の最大値， rad(供試体の形状より 0効 =80°)

柘＝防熱面の高さm (供試体の寸法より 0.2m)

d=板厚， m (供試体の寸法より o.00055m) 

d。＝有孔板の場合の穴の径， m (0. 0005m) 

切＝空隙面積比 (0.0~1.oの値，計算では供試体の寸

法より m=0.212の場合を扱う。）

とする．また計算の煩雑さを避けるため，次のよう

な仮定をするものとする。

1) 防熱面は開口部（レンズの部分）がないものと

し，全面同一材料でできているものとして防熱

面の上昇温度を計算する。

2) 防熱面の外形は，半径 r,長されの円筒面と

仮定する。

3) 防熱面の輻射率釘と輻射吸収率 a1を同一の

値とする。同様に％と a。も同一の値とする。

4) p点の微小面の温度ほ室温と同じ値とする。ま

た輻射率および輻射吸収率ほ周囲の物体，壁体，

天井，他の器物）と同ーとする。輻射吸収率

a0=0. 9, 1. 0の2通り計算する。）

5) 有孔板防熱面の場合，孔の円周壁面 (2冗d。・d)

からの対流熱伝達は無視するが輻射による放熱

しま考慮する。ただし周囲の器物，固体の温度は

室湿と同一とする。（室温 t0=35°Cにとること

にしたがこれは防熱面が主として高温工場で使

用されることを考えこの値とした。）

6) 図ー1の線分 OPvま0点と顔面との距離に対

応するが，ここでは半径rと同じにする。）

以上の仮定のもとに次の関係式を導いた。図ー2に示

すように防熱面上に微小面積を考え，この微小面積か

ら各方向への単位時間当りの熱流董を dQs,dQc, dQ7, 

Qtとする。ただし

dQs=熱源からの輻射受熱量 kcal/m拓

dQc=対流による放熱量 kcal/m2h 

dQr=輻射による放熱量 kcal/m叱

Qt=伝導による伝熱量 kcal/m叱

01m=有孔板防熱面の場合qが透過できる最大角度

(tan-1(d。Id)= o. 737 rad, 証 3参照）
である。またこの微小面積は次のように与える。

dQ叶 dQr

図-2 伝熱方向
dQc +dQr 

熱
向
射
方
輻
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ー

図ー3 穴断面

1) 微小面の輻射熱源方向への受熱面積 dAs

図ー3から有孔板の場合， o::;;:佑く01mの範囲の (}1fこ

対して孔の内側の円周面の一部も受熱面となる。孔1

個所当りの輻射熱有効透過面積を出とすると

A戸fao2{1-号tan01✓1-(f)\an201
2 d 
ー7isin-1(訂 tan01)} (5) 

で表わされる。また単位面積に含まれる孔の数をnと

すれば，有効透過比 m1~ま

叫 =n・A1i (6) 
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である。よって dA5vま

dA5=r・d01・柘(l-m1)cos佑 (7) 

ただし， a)無孔板の防熱面のとき ；叫=0

b)有孔板の防熱面のとき

0<0べ01m;叫 =nA1i
01m<佑＜如；妬=0

(5)式のまま形では電子計算機にとって不都合な式で

あるので(6)式に代入したものを次のような近似式を

もって書き換える。ただし，供試体の実測結果より

n=IO. 42(個/cmりとしている。

叫＝一0.28750叶 o.212 (8) 

2) 輻射放熱面積 dAr

仮定5)から微小面の片側面について

叫r•dい(1-m+n叫·%)
=r•d釘柘(1-叫） (9) 

ただし， a)無孔板の防熱面のとき ；叫=0

b)有孔板の防熱面のとき ； m2=-o.25 

である。

3) 対流放熱面積 dAc

上記と同様に仮定5)により対流による放熱面積

dilc=r・d01・柘(l-m8) (10) 

ただし， a)無孔板の防熱面のとき ；叫=0

b)有孔板の防熱面のとき ； m3=0.212 

である。

4) 断面内の熱伝導に対する断面積 At

At=d・h1(I-m4) (11) 

・m4=;10. 4d。
ただし， a)無孔板の防熱面のとき ； m4.=0 

b)有孔板の防熱面のとき ； m后=0.5

である。

計算を行なう際，有孔板の空隙面積比mの値は供試

体についての値 (m=O. 212)に限って計算した。

以上のような計算上の仮定および放熱・受熱面積を

利用し，防熱面の上昇温度，輻射熱遮断率を求める式

は次のょうになる。

図ー2から防熱面上の微小面に流入する熱量を正，流
出する熱量を負の符号にとれば，これらの熱量の収支

を考えると，定常状態のとき

Qtー Qt'-2dQc-2dQr+dQ5='0 (12) 

となる。ここで

Q戸ー¾(』）·Atl 

Qt'= 
,l. dt d dt 叶瓦―十言は）•rd01}•At

dQc=at-dAc 

dQ7=1/Ja。釘らKt・dAr

dQ5=a1q・dA5 

(13) 

(8), (9), (10), (11), (13)式を(12)式に代入し各項

を整理すれば，

d2t 2r2(1一匹） 21/Ja。釘性(l-m2)KCb
面―屈(1-m4)•at- ,l.d(l—叫）

＋ 
竺1炉(1-叫）
入d(l-叫）

・COS{)1=0 (14) 

なる関係式を得る。

ところで熱伝達率aは実用上物体表面の位置には無関

係とみなし，・空気層と物体表面の温度差のみの関係を

考慮し，次のように置く。

a=2.2~ 了 (NUSSELTの式）＊

これを(14)式に代入すれば，

d2t 

d012 
---k1~ 了•t-k砂＋柘(1-叫）•cos{}1 =0 (15) 

なる微分方程式を得る。ただし

柘＝
4. 4r2(1一叫） 2<pa。e1r2(I—叫）KCb 

，的＝
入d(I一叫） J.d(I-m4) 

k戸
a1qr2 

入d(l-m4)

上式の境界条件は

、1. 01=0 (面の中心）；ー一
dt 
d(}l 
=0 (16). 

2. 01=0m (面の端部）；

J. dt 
+(a+<pa。e1KCb)t=O (17) 

r d(}1 

である。

上式より輻射熱を受けたとき防熱面が周囲の条件と

つり合う温度が求められ， 0く01<0加の範囲で多数点

求めれば面上の温度分布らわかる。

次に防熱面がこの温度分布になったとき，防熱面か

ら図ー1のP点の微小面積 dAに放射される二次輻射熱

の強さ qaを求める。防熱面上の微小面積を dA'(=r・

.dO-dh), この微小面から dAに放射される熱量を dqa

とする。また図ー4のように，面積 dA'の中心 Q"と

面積 dAの中心Pを通る直線が水平面となす角を 02,

また線分 U可うを r'とすると

知＝叩ふ｛（贔）4-(釘｝
X 
cos ()1• cos2 ()2 
冗r'2 ・rd01・dh (18) 

＊注）原著によらず建築計画原論II'渡辺要緬 p.58による
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屯

d81 

Q' 

図ー4

で表わされる。 hは同図の Q'点より向上にとるもの

とする。また qa~まdqaを防熱面全面にわたって積分

したものであるので，

----・-------------

10 
無孔板の場合

'.  
0 - 10・20・30°40° 

実線…a。=0.9
点線…a。=1.0
’’  so・60°10・so・ 
角度。1

図ー5 防熱面の上昇温度

10 

。

al =0.15 

有孔板の場合

’’• 
10 20・30 40 

実線・・・a。・=0.9
点線.--•a。 =1.0
『''
50 60 70 80 

角度 8,

0飢加;2 T 4 T。4
qa=4e1aふJ:J:。｛国）ー（繭）
X 
cos 61•cos262 
冗r'2

•rd6l'dh 

となる。

しかるに

であるので

r 
r'= 
cos(}' 

tan02=-
h 

2 r (20) 

dh= 
r 
cos202 
d02 (21) 

よって qa~ま (20)! (21)式を用い

qa=竺 J。0四{(盃）4-(晶）4} 
. ftan-1信cos{}1・cos202・d{}1d{}2

゜

(19) 

(22) 

となる。

これより(3)式に代入すれば輻射熱遮断率Sを求め

ることができる。

(15)式の解は電子計算機により RUNGE-KUTTA-
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表ー1

材 料
輻射率 e
(10~40℃) 

3. 実 験

●完全黒体

●黒良非金属面

●煉瓦，タイル，さびた鉄板，暗色
ペイント，石など

• 白色系タイル，ペイント，紙など Io.85~0. 95 
●光沢アルミニウムペイソト，ブロ 0.40~0.60 
ンズペイントなど

●鈍色黄銅，銅，アルミニウム， 卜 I 0.20~0.30 
タソ板，磨き鉄板など

● トタン板（わずかに光沢，灰色） 0.23~0.28 

●酸化アルミニウム板 o. 1~0.2 

● よく磨いたアルミニウム板 0.04 

注）上表は建築計画原論II'渡辺要編 p9による

1.00 

Q.90~0.98 

Q.85~0.95 

法で求め， (22)式の知はその結果を用い数値積

分した。なお計算で 01の刻み幅は Om/400で

0.0034906radとした゜

計算の結果をまとめて図に表わしたものが図ー5~

固ー8である。図ー5, 図ー6は横軸に角度 01を，縦軸に

防熱面の上昇温度 tをとり，種々の材料を想定して輻

射吸収率生の値を0.15,0.2, 0.4, 0.6, 0.8, 1.0と

したときの関係を示したものである。

この図から防熱面の上昇温度を小さくするには al

の値が小さい材料を用いれば効果的であることがわか

る。表ー1より一般にわれわれの身辺にある器物の輻射

吸収率の値は0.85~0.98程度のものが多いが，アルミ

ニウム板ほ表面の状態にもよるが0.1~0.2程度であ

り，暗色塗装などした鉄板と比較してきわめて小さい

値であるので防熱材として最も適当な材料の一つであ

ることがわかる。供試体の輻射吸収率は無孔板の場

合，輻射率を求める実験では約 a1=0.2となった。有

孔板の場合にほ測定できないのでわからないが，表面

がメッキ処理されているので光沢があり a1の値は0.2

以下になるものと思われ，計算では0.15に見込んだ。

次に図ー7には防熱面が熱源となって放射する輻射熱

の強さを求めたものである。この図から例えば生=0.2

a0=0. 9のとき無孔アルミ板のとき 11.3kcal/m吐有

孔アルミ板のとき 11.7kcal/m吐で熱源の放射熱の強

さ 1,000kcal/m2hに比べてみるときわめて少ない。

輻射熱遮断率Sを計算した結果は図ー8に示すように

なった。この図から防熱面の輻射吸収率 a1の値が小

さいところでは輻射遮断率Sはほぽ空隙面積比mに同

程度となる。

防熱面の防熱効果を調べるため， 4種の供試体を用

意して以下に記す方法で実験を行なってみた。

実験では，工場などにおける高熱発生体と同一物

体，同一温度状態とした輻射熱源とすることが望まし

いが実験室では再現困難であるので，手軽に輻射熱源

とすることができる赤外線電球を用いた。プラソクの

式から輻射体の温度が高くなるにつれて輻射ニネルギ

ーが最高高となる波長域へと移行するが，赤外線電球

の場合 A=l.25μ で輻射ニネルギーが最高となり，

黒体の温度が1,300呟のときの輻射ニネルギー分布図

と比較すれば（図ー9参照）ややずれが認められるが実

験の都合上赤外線電球を使用して実験を行なった。使

用電球は岩崎電機製， IR 100/110, 500WRHであ

った。
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20 

,4・

ヽヽ・
1
1
1
1
1
3
,
9
9
1
1
,
．,．I
り

域視可 近赤外域 t赤外域-------
赤外線電球のエネルギー分布

（岩崎電気KKの資料による）

1300゚ 即黒体の
工不ルギー分布

0 1 2 2・2μ3 4 

波長 A(μ)

図ー9 赤外線電球と 1,300宝の黒体の輻射ニネル
ギー分布の比較

赤外線
ランプ8個
500W 

防熱面

125cm 四
図ー10

供試体は図ー10のように，この熱源である電球のタ

ソグステソの位置から L(cm)離れた位置に立てて設
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置する。また防熱面より 12.5cm離れた裏側の位置に

輻射計（東京精工製， R-III型，温度補償式）の感熱面

を設置する。この場合防熱面の中心点の法線と輻射

計の受熱面の法線とを一致させ，電球の輻射熱線の方

向と平行する。この輻射計の感熱面を可動台車上に

取り付け，一定速度（上下方向 6mm/min,左右方向

12mm/min)で上下，左右に移動できるようにした。

実測にあたっては， 500ワットの電球を 8個点灯し

防熱面の受熱範囲における輻熱の強さが 1,OOOkcal/ 

m吐となるように電球の位置，電球の向きを調節し

た。しかし受熱範囲全面にわたって完全に均ーな輻射

熱の強さとすることは困難で調整を繰返した結果，

図ー11に示す場合が最良の状態であった。よってこの

RIIS-TN-73-1 

状態のときをもって輻射熱源とした。またこのときの

防熱面と電球のタソグステ‘ノの距離 L は約 125cm

となった。

実験は電球を点灯し防熱面の裏側に設置した輻射計

の感熱面を上下左右に防熱面の受熱範囲内で移動さ

せ，そのときの輻射計の出力電圧を直流増幅器で40db

増幅し，ペソレコーク＂ーで記録した。また同時に防熱

面の裏側の各部に鉄ーコ‘ノスタンタン熱電対をアーク

熔接法により接着させ，各部の温度を打点式記録計で

記録した。なお防熱面のレソズの部分はアクリル樹脂

板が装着されているのでこの部分の温度を測るには

小量の＝ボキシ樹脂で熱電対を接着させ，受熱面側に

径 5mm程度のアルミ箔を貼って龍接輻射熱が熱電対

に入射しないように注意した。
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'<i. 
防熱面が受けお輻射熱の強さ

図ー11
写真ー2 有孔アルミニウム板防熱面

写真ー1 無孔アルミニウム板防熱面 写真ー3 金網製防熱面
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写真—4 アクリル板製防塵マスク

実験を行なっている間，防熱面には強制対流を起こ

させず自然の状態に放置し，自然対流の状態とした。

実験に供した防熱面は写真にみられるように板厚

0. 55mmのアルミニウムの板にアクリル樹脂製のレ

ンズをはめたもの（写真ー1)' 同上のものに 0.96mm 

のピッチで 0.5mmr:pの穴をあけたもの（写真ー2),

金網に塗装をしたもの（（写真ー3),それにアクリル

樹脂板を曲面状に曲げたもの（防熱雨よりは防壁マス

クとして製作されたもの（写真-4)の4種である。

4. 実験の結果

輻射計の出力電圧を輻射熱の強さに換算した結果，

図ー12~図ー15に示すとおりとなった。図中に記入した

数字は輻射熱の強さを／示す値である。数字とともに記

q、

-.;:i -.;:i 
0 0 
0 00 

• (レンズの部分）

丁
|
月
8
I
I

6
0
 

6
6
0
 

• 

4
0
 |
|
 

―

-
一

匝

i

2
6
 

「

1
0
0

,
 

起

―

3
0
 

（レンズの部分）

2
0
0
 

．
 

1
8
0

、

1
6
0
 

1
4
0
 

,
 

1
2
0

、

1
0
0
 

,
 

• 

8
0
 

• 

Ci.. 
図中の数字は輻射熱の強さを示す(kcal/hm2)

図ー13

56 

540 

520 

500 

480 

460 

452 

図ー14

有孔アルミ板の場合

255jllm 

G., 

アクリル樹脂板の場合

210mm 

図ー12 無孔アルミ板の場合

--• ーーニ・t~Jニニエニ芝ニニ i
,I>-' 

［ 
金網の場合

2
0
 

3
0
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5
0
 

展 開図

面図

図ー16

5
0
 

一
平面図

50ー1
26QIDID 

図ー17 有孔アルミ板の場合

展開図

20 

6
0
 

豆温
38.2 

34.3 

18.1 
32.2 
I 
30.8 

19.9 

19.1 

蒟
210mm 平面図

閉幽
23.5 

22.0 

20.0□亘
18.2 

9.5 

．平面図

図ー19 アクリル板の場合
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入した線は等輻射熱の強さを示す線であるがレソズの

周囲では不連続となっている。これは輻射計の感熱面

の直径が llmm¢ であるため， レソズの部分とアル

ミ板の境界では正確な値が得られないのでこのように

表わした。

これらの図から無孔アルミニウム板の場合， レ‘ノス‘

の部分の中央で輻射熱遮断率Q.3程度の効果があり，

アルミニウム板の部分では遮断率Q.995の遮断効果が

あることがわかった。有孔アルミニウム板の場合，板

の中央部分で遮断率は0.20となった。この値は空隙面

積比mの値とほぽ同じとなった。また金網の場合の遮

断率は中央で0.512となり熱源から放射された輻射熱

の約半分透過することがわかった。アクリル樹脂板で

作られたものの遮断率は前記のレソズの部分の値と同

ーで約0.30となった。

次に防熱面の湿度について測定した結果を図に表わ

したものが図ー16~図ー19である。図中数字を〇印でか

こったものは熱電対を貼りつけた位置を示し，数字は

その番号を示す，各図の上に上記の位置における上昇

温度を記した。これらの図を比較して湿度が最も上昇

するものは金網製の場合で最高 38.2℃ となった。無

孔アルミニウム板と有孔アルミニウム板の場合を比較

してみると図-20から有孔アルミニウム板の方がやや

上昇温度が小さい。面の中央で比較すると約2℃程度

の差がある。これは放熱効果が有孔板の方が大きいこ

とや，有孔板の表面がメッキ処理されているため無孔

板より光沢があり生の値が小さくなっているためと

考えられる。

0

5

 

2

1

 

‘‘_I‘ 

上
昇
温
度
℃（
 

無孔アルミ板の場合
a。=0.9al =0.2 

-------C~, ーー●
℃ごご――ー・・------ ----・--------0-------------::;-:. 芦~a心o"

10ト /""'--:.-:. ここ之：：：：
有孔アルミ板の場合
a。=0.9al =0.}5 

=計算値
5
 二g:::実験値

0: 10 20 30 40 50 60 70 80 
中 角度。1
心

固ー20 防熱板の上昇温度の計算値と
実験値の比較

計算値と実験値を比較してみると，輻射熱遮断率S

については図ー12の中のA点（正面からレソズを通し

て輻射計の感熱部が見えない位置，面の頂部より 113

mm下の位置で測定した値を実験値として採ると，

計算値 実験値

無孔板 0.988 0.995 

有孔板 o.786 o.soo 

となる。ただし金網，アクリル板の場合は省略

計算ではレ‘ノズの部分も全て同一材料であると仮定

して計算したものであるが実験値と計算値とは同程度

の値となった。また防熱面の上昇温度について比較す

ると図ー20から無孔アルミニウム板の場合，計算値と

実験値とはよく一致した結果となった。有孔アルミニ

ウム板の場合， alの値をo.15に仮定して計算したも
ので， この値が適当かどうか問題は残るがこの場合実

験と計算の結果とは比較的似た値となる。

1) 防熱面の中心点の上昇温度および輻射遮断率の

値を供試体について比較すると，図ー12のA点上で

（金網とアクリル板は面の中心）

供試体の種類 上昇湿度

無孔アルミ板 1s. 7°C 

有孔アルミ板

金網

5. 結 五
口
―――
-
R
 

輻射遮断率

0.995 

13. 1°c 

34.3°C 

0.800 

0.520 

アクリル板 22. 0°c . 0. 300 

となった。アクリル板の防熱面は防熱面というよりも

防塵マスクとして使用されるものであるので当然輻射

遮断率は小さい。金網製面も防熱の面として使用する

には効果的でないことがわかる。図ー5,6, 8からもわ

かるように防熱面の材料として輻射率または輻射吸収

率の値の小さいもので製作されたものがよい。その点

アルミニウム板は軽量であって上記の値も小さいので

最適な材料といえる。

2) 無孔アルミニウム板の方が有孔アルミニウム板

よりも防熱という点ではすぐれたものであることは明

白であるが，実際現場で使用して作業をしたとき無数

の細孔から前方を見ることができるため作業がしやす

い，通気がよい，放熱効果が無孔板のものよりもいく

ぶんすぐれているなどの点で好ましい点もある。よっ

て作業場の状況によって使い分けるようにするのが望

ましいのではないかと思われる。例えば単純作業では
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あるが強烈な輻射熱源の前での作業では無孔板防熱面

を，ある程度の機械操作を含む作業のときは有孔板防

熱面をというようにである。

(49. 2. 20受理）
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